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（１）品確法改正の概要 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年法律第 18 号。以下「品確法」とい

う。）は、公共工事の品質確保に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにするととも

に、公共工事の品質確保の促進に関する基本的事項を定めることにより、公共工事の品質確

保の促進を図り、もって国民の福祉の向上及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的

として、平成 17 年３月に公布、同年４月１日より施行された。 

その後、建設産業においては、建設投資の急激な減少や受注競争の激化により、いわゆる

ダンピング受注などが生じ、建設企業の疲弊、下請企業へのしわ寄せ、現場の技能労働者等

の賃金の低下をはじめとする就労環境の悪化に伴う若手入職者の減少、さらには、建設生産

を支える技術・技能が継承されないという深刻な問題が発生していた。そして、既に地域に

おいては、災害対応を含む地域の維持管理を担う建設業者が不足し、地域の安全・安心の維

持に支障が生じるおそれがあることへの懸念が指摘されていた。 

また、公共工事の発注者側においても、発注関係事務に携わる職員が年々減少し、一部の

発注者においては、発注関係事務を適切に実施できていないのではないかとの懸念も生じて

いた。 

 

これらの課題を踏まえ、現在及び将来にわたるインフラの品質確保とその担い手の中長期

的な育成・確保を図るため、密接に関連する公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（平成 12 年法律第 127 号。以下「入札契約適正化法」という。）及び建設業法（昭和

24 年法律第 100 号）等の改正と併せて、平成 26 年６月４日に公共工事の品質確保の促進

に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第５号）が公布、施行された（衆議院・

参議院ともに全会一致で成立）。 

平成 26 年度の品確法改正以降、建設業を取り巻く環境は大きく変化し、特に頻発・激甚

化する災害対応の強化、長時間労働の是正などによる働き方改革の推進、情報通信技術の活

用による生産性向上が急務となってきている。また、公共工事の品質確保を図るためには、

工事の前段階に当たる調査・設計においても公共工事と同様の品質確保を図ることも重要な

課題となった。 

こうした環境の変化や課題に対応し、インフラの品質確保とその担い手の中長期的な育

成・確保を目的として、密接に関連する入札契約適正化法及び建設業法等の改正と併せて令

和元年６月 14 日に公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和元

年法律第 30号）が公布、施行された（衆議院・参議院ともに全会一致で成立）。 

しかしながら、厳しい就労条件を背景に若い世代の入職・定着が進まず、建設業がその重

要な役割を将来にわたって果たし続けられるようにするためには、現場の担い手の確保に向

けた対策を強化することが急務となっている 

これらの課題に対応し、建設業が「地域の守り手」としての役割を将来にわたって果たし

続けられるようにするため、公共工事からその担い手の確保に向けた対策を強化すべく、入

札契約適正化法、建設業法、測量法を併せて改正する公共工事の品質確保の促進に関する法

律等の一部を改正する法律（令和六年法律第 54号）が、令和６年６月 12日に成立し、同 19

日に公布・施行された。 
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（品確法と建設業法、入札契約適正化法等の一体的改正について） 

 

 

品確法の主な改正のポイントは以下のとおりである。 

 

（ⅰ）災害時の緊急対応の充実強化 

○ 基本理念（第３条第７項）に、公共工事の品質は、災害応急対策又は災害復旧に

関する工事等が迅速かつ円滑に実施される体制が整備されることにより、将来に

わたり確保されなければならないことを規定。 

 

○ 発注者等の責務（第７条第１項、第４項）に、以下を規定。 

・ 緊急性に応じた随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法の選択 

・ 建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者感の連携 

・ 労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収

の活用 

 

（ⅱ）働き方改革への対応 

○ 基本理念（第３条第８項）に、公共工事の品質は、公正な契約の締結、公共工事

等に従事する者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境

の適正な整備について配慮がなされることにより、確保されなければならないこ

とを規定。 
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○ 発注者等の責務（第７条第１項）に、以下を規定。 

・ 休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期等の設定 

・ 公共工事等の実施の時期の平準化に向けた、債務負担行為・繰越明許費の活用に

よる翌年度にわたる工期等の設定、中長期的な発注見通しの作成・公表等 

・ 設計図書の変更に伴い工期等が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等 

 

○ 受注者等の責務（第８条第２項）に、適正な額の請負代金・工期等での下請契

約の締結を規定。 

 

（ⅲ）生産性向上への取組 

○ 基本理念（第３条第１１項）に、公共工事の品質確保に当たっては、調査等、

施工及び維持管理の各段階における情報通信技術の活用等を通じて、その生産

性の向上が図られるように配慮されなければならないことを規定。 

 

○ 発注者等の責務（第７条第 1項）に、情報通信技術の活用等を規定。 

 

○ 受注者等の責務（第８条第３項）に、情報通信技術の活用等を通じた生産性の

向上を規定。 

 

 

（ⅳ）調査･設計の品質確保 

 【定義（第２条第２項）】 

○ 公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含

む。）及び設計）について、広く本法律の対象として位置付け。 

 

○ 基本理念（第３条第１項）に、公共工事の品質は、公共工事等（公共工事及び

公共工事に関する調査等をいう。以下同じ。）の発注者及び受注者がそれぞれの

役割を果たすことにより、現在及び将来の国民のために確保されなければなら

ないことを規定。 

 

（ⅴ）その他 

【発注体制の整備】 

○ 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用等（第 21条第４項）に、

以下を規定。 

・ 発注者の責務として発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備を規定 

・ 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を有する者の

活用促進等を規定 

 

【工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用】 

○ 基本理念（第３条第５項）に、工事等に必要な情報（地盤状況）等の適切な把

握・活用を規定。 
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【公共工事の目的物の適切な維持管理】 

○ 発注者等の責務（第７条第５項）に、公共工事の目的物の適切な維持管理を規

定。 

 

 

 

（公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律 概要） 
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（２）品確法における運用指針に関する規定 

品確法第 24 条において、国は、発注者を支援するため、地方公共団体、学識経験者、民

間事業者の意見を聴いて、入札及び契約の方法の選択その他の発注関係事務の適切な実施に

係る制度の運用に関する指針（以下「運用指針」という。）を定めることが規定された。 

【品確法第 24 条における運用指針の規定】 

（発注関係事務の運用に関する指針）  

第二十四条 国は、基本理念にのっとり、発注者を支援するため、地方公共団体、学識経験者、

民間事業者その他の関係者の意見を聴いて、公共工事等の性格、地域の実情等に応じた入札及

び契約の方法の選択その他の発注関係事務の適切な実施に係る制度の運用に関する指針を定

めるものとする。 

出典）「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成 17 年３月・令和６年６月一部改正） 

 

また、品確法に基づき、政府が作成する公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的

に推進するための基本的な方針（以下「基本方針」という。）についても（令和 6 年 12 月 13

日閣議決定）、国が、運用指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについての

定期的な調査を実施し、その結果を公表することが規定されている。 

【基本方針に規定される定期的な調査の実施】 

第２ 12  施策の進め方 

 このため、国は、法第３条の基本理念にのっとり、地方公共団体、学識経験者、民間事業者そ

の他の関係者から現場の課題や制度の運用等に関する意見を聴取し、発注関係事務に関する国、

地方公共団体等に共通の運用の指針を定めるとともに、当該指針に基づき発注関係事務が適切に

実施されているかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表するものとする。 

出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」（令和 6 年 12 月閣
議決定） 
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（１）運用指針の全体構成 

運用指針の関係資料は、「指針本文」、「解説資料」及び「その他要領」により構成され

る。 

「指針本文」は、品確法第 24 条の規定に基づき各発注者が発注関係事務を適切かつ効

率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、国により作成されるものである。ま

た、国は基本方針に基づき、各発注者における発注関係事務の実施状況について、定期

的に調査を行うこととされている。 

「解説資料」は、指針本文の理解・活用の促進とともに、指針本文に位置付けられた

取組事項について実務面での参考とするため、公共工事の品質確保の促進に関する関係

省庁連絡会議事務局（国土交通省）が作成するものであり、機動的に見直しを行うもの

である。 

「その他要領」は、「解説資料」と同様に、指針本文に位置付けられた取組事項につい

て実務面での参考とするため、必要に応じて各省庁により作成されるものであり、機動

的に見直しが行われるものである。 

 

（運用指針の全体構成について） 

 
 

  

法令上の位置付け 作成目的 内容策定者資料

①指針本文

品確法(第22条)

及び

基本方針
（閣議決定）

国

・発注者の支援

・発注関係事務の実施状況について、
定期的に調査(結果はとりまとめ公表)

・入札及び契約の方法の選択
その他の発注関係事務の適切
な実施に係る制度の運用

関係省庁
申合せ

②解説資料

関係省庁
連絡会議
事務局

（国土交通省）

・指針本文の理解・活用の促進

・指針本文に位置付けられた取組事項につ
いて実務面での参考とする

(内容については、機動的に見直し)

・指針本文に位置付けられた取
組事項の具体事例や既存の要
領等による解説

・取組事項について実務面での
参考となる事項

③その他要領 各省庁
・指針本文に位置付けられた取組事項につ
いて実務面での参考とする

(内容については、機動的に見直し)

・指針本文に位置付けられた取
組事項について実務面での参
考となる事項

必要に応じて
適宜策定

「①指針本文」に
位置付け

各発注者が適宜参照
⇓

発注関係事務の
適切な実施に努力

「①指針本文」に
位置付け

各発注者が適宜参照
⇓

発注関係事務の
適切な実施に努力
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（２）運用指針の主なポイント 

運用指針の内容は発注関係事務全般について多岐にわたるものであるが、主なポイン

トを、「必ず実施すべき事項」、「実施に努める事項」、「災害対応」について工事・業務

別に整理すると以下のとおりである。 

 

①「必ず実施すべき事項」、「実施に努める事項」、「災害対応」と工事・業務の対応 

 

②「必ず実施すべき事項（工事）」 

 

 



運用指針の策定経緯及び概要 

 Ⅱ．運用指針の概要について   
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③「実施に努める事項（工事）」 

 

 

④「必ず実施すべき事項（業務）」 
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⑤「実施に努める事項（業務）」 

 

 

⑥「災害対応（工事・業務）」 

 

  



運用指針の策定経緯及び概要 

 Ⅱ．運用指針の概要について   
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Ⅲ．運用指針の策定経緯について 
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（１）発注関係事務の運用に関する指針改正の経緯 

運用指針は、品確法第 24条において、「国は、基本理念にのっとり、発注者を支援す

るため、地方公共団体、学識経験者、民間事業者その他の関係者の意見を聴いて、公共

工事の性格、地域の実情等に応じた入札及び契約の方法の選択その他の発注関係事務の

適切な実施に係る制度の運用に関する指針を定めるものとする」と規定されている。 

このため、その改正に当たり、地方公共団体及び建設業団体等に対して地方整備局等

を通じての文書による意見提出を２回依頼し、地方公共団体及び建設業団体等からそれ

ぞれ延べ約 1,380件、約 660件の意見が提出された。 

また、学識経験者に対しては、「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理シス

テムのあり方に関する懇談会」（座長：小澤一雅政策研究大学院大学教授）を２回開催し

（令和６年９月２日、令和６年 12月６日）、意見を聴いた。 

関係者からの意見聴取と並行して、関係省庁間の調整を進め、令和６年 10月 23日に

開催された「公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議」において、運用指

針の策定に向けた取組や検討の状況を確認し、令和７年２月３日に開催された同会議に

おいて、運用指針を申し合わせた。 

 

 

（運用指針策定の改正の経緯）  

 

  



運用指針の策定経緯及び概要 

 Ⅲ．運用指針の策定経緯について 

  
                                                           

16 

 

（２）意見提出のあった団体数、意見数 

 第１回（改正骨子案について）の意見提出  

 ■ スケジュール 

  令和６年８月 26 日：依頼文書発出 ９月 27 日：提出期限 

 

 ■ 意見提出のあった団体数 

 ＜関係省庁＞ 

  ・関係省            5 団体 

＜地方公共団体＞ 

  ・都道府県          21 団体 

  ・政令指定都市         6 団体   計 125 団体 

  ・市区町村          98 団体   

  ・独立行政法人等 1 団体 

 ＜建設業団体等＞ 

  ・建設業団体等       104 団体   

 

 ■ 意見数 

 ＜関係省庁＞ 

  ・関係省           23 件 

 ＜地方公共団体＞ 

  ・都道府県          125 件 

  ・政令指定都市         14 件    計 317 件 

  ・市区町村          178 件   

  ・独立行政法人等       1 件 

 ＜建設業団体等＞ 

  ・建設業団体等      1,040 件   

 

 第２回（改正案について）の意見提出  

 ■ スケジュール 

  令和６年 11 月 13 日：依頼文書発出 12 月３日：提出期限 

 

 ■ 意見提出のあった団体数 

 ＜関係省庁＞ 

  ・関係省            3 団体 

 ＜地方公共団体＞ 

  ・都道府県          18 団体 

  ・政令指定都市         6 団体   計 304 団体 

  ・市区町村         280 団体 

  ・独立行政法人等              0 団体 

 ＜建設業団体等＞ 

  ・建設業団体等        55 団体   
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 ■ 意見数 

 ＜関係省庁＞ 

  ・関係省            7 件 

 ＜地方公共団体＞ 

  ・都道府県                   61 件 

  ・政令指定都市          9 件    計 391 件 

  ・市区町村          321 件 

  ・独立行政法人等 0 件   

 ＜建設業団体等＞ 

 ・建設業団体等           261 件    



運用指針の策定経緯及び概要 

 Ⅲ．運用指針の策定経緯について 
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（３）頂いた主な意見（地方公共団体、建設業団体等） 

第２回（改正案について）の地方公共団体及び建設業団体等から提出された意見の内

訳については以下のとおりである。 

 

①章レベルでの意見の分布状況 

・都道府県・政令市、市区町村、建設業団体等ともに、「Ⅱ．発注関係事務の適切な実

施のために取り組むべき事項」に対する提出意見が 70～80％程度を占めている。 

・都道府県・政令市と建設業団体等は、「Ⅲ．災害時における対応」に対する提出意見

が２番目に多くなっている。 

 

図 団体別・改正案の章別の意見の件数 

 

図 団体別・改正案の章別の意見の件数割合 
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②節レベルでの意見の分布状況 

意見の件数が多かった、「Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項」

と「Ⅲ．災害時における対応」について、節レベルでの内訳をみると、以下の通り。 

 

【Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項】 

・新提出された意見は、都道府県・政令市、市区町村、建設業団体等ともに、約８割

が工事に関する節への意見となっている。 

 

【Ⅲ．災害時における対応】 

・提出された意見は、都道府県・政令市、市区町村、建設業団体等ともに、約７割が

工事に関する節への意見となっている。 

 

図 「Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項」に対する意見の件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 「Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項」に対する意見の件数 

 

 

図 「Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項」に対する意見の件数割合  
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図 「Ⅲ．災害時における対応」に対する意見の件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 「Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項」に対する意見の件数 

 

図 「Ⅲ．災害時における対応」に対する意見の件数割合 

 

③項レベルでの意見の分布状況 

改正案の項レベルでの意見の分布状況をみると、下表の通り。 

 

・都道府県・政令市、市区町村、建設業団体等ともに、「工事発注準備段階」への意見

が多くなっている。業務を見ると、入札契約段階への意見が最も多くなっておいる。 

・２番目は、工事、業務ともに入札契約段階への意見が多くなっている。 

・各団体ともに、発注準備から入札契約段階に関する関心が高いことがうかがえる。 

・また、建設業団体等は、都道府県・政令市、市区町村と比べて工事施工段階への意

見が多く提出されており、受注者側として施工段階における関心が高いことがうか

がえる。 
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表 改正案に対する節別での意見の提出状況 

 

凡例：  意見数（最小０件、最大 150 件） 

 

 

 

都道府県
・政令市

市区町村 業団体

Ⅰ.本指針の位置付け

Ⅱ.発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項

　Ⅱ.1.工事

　　Ⅱ.1-1 工事発注準備段階

　　Ⅱ.1-2 工事入札契約段階

　　Ⅱ.1-3 工事施工段階

　　Ⅱ.1-4 工事完成後

　　Ⅱ.1-5 その他

　Ⅱ.2.測量、調査及び設計

　　Ⅱ.2-1 業務発注準備段階

　　Ⅱ.2-2 業務入札契約段階

　　Ⅱ.2-3 業務履行段階

　　Ⅱ.2-4 業務完了後

　　Ⅱ.2-5 その他

　Ⅱ.3.発注体制の強化等

　　Ⅱ.3-1 発注体制の整備等

　　Ⅱ.3-2 発注者間の連携強化

Ⅲ.災害時における対応

　Ⅲ.1.工事

　　Ⅲ.1-1 災害時における入札契約方式の選定

　　Ⅲ.1-2 現地の状況等を踏まえた発注関係事務に関する措置

　Ⅲ.2.測量、調査及び設計

　　Ⅲ.2-1 災害時における入札契約方式の選定

　　Ⅲ.2-2 現地の状況等を踏まえた発注関係事務に関する措置

　Ⅲ.3.建設業者団体・業務に関する各種団体等や他の発注者との連携

Ⅳ.多様な入札契約方式の選択・活用

　Ⅳ.1.工事

　　Ⅳ.1-1 多様な入札契約方式の選択の考え方及び留意点

　　Ⅳ.1-2 公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保に配慮した入札契約方式の活用の例

　Ⅳ.2.測量、調査及び設計

　　Ⅳ.2-1 多様な入札契約方式の選択の考え方及び留意点

　　Ⅳ.2-2 業務成果の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保に配慮した入札契約方式の活用の例

Ⅴ.技術開発の推進及び新技術等の活用 

Ⅵ.その他配慮すべき事項

　Ⅵ.1.受注者等の責務

　Ⅵ.2.担い手の中長期的な育成及び確保に向けた取組

　Ⅵ.3.その他

その他全体

47


